報　告　事　項
　事業報告については、定款第３９条第１項で監事の監査と理事会の承認が、同条第２項では、定時総会への報告が規定されています。
また、事業計画および収支予算書については、定款第３８条で、理事会の承認が規定されています。
事業報告、事業計画および収支予算書については、令和５年３月１日に開催の理事会において承認されました。
ただし、事業計画および収支予算書については、時点修正を踏まえ、令和５年５月２４日に開催の理事会において最終承認されております。
1　令和４年度事業報告
　　令和４年度は、前年度に引き続き新型コロナウイルス感染症の影響を受け、多くの会議や研修会がＷＥＢ開催になりました。
当協会では、開催時点での同感染症の発生状況を鑑みながら総会や理事会を関係者参集により開催し、協会運営に資することができました。
しかし、同感染症の影響が徐々に緩和される中、ロシアによるウクライナ侵攻という異常事態が発生しました。
人道的問題はもちろんのこと、世界経済に与えた影響も計り知れないものがあります。世界有数の穀物生産量を誇るウクライナからの穀物輸出ができないことによる需給バランスや為替相場、海上運賃などに直接的、間接的に影響を与え、日本の飼料価格は今までに例を見ない高騰となりました。

このことから、通常基金も異常基金も年間を通じて交付されましたが、通常基金おいては借入金による交付、異常基金においては基金不足による足切り交付など制度を根幹から揺るがす事態となりました。
国においては、特別補填金を交付するなどの措置を講じましたが、異常基金に積むべく予算化したものが宙に浮くなど混乱した状態となりました。
滋賀県では、県や一部市町でも事態を重視し、飼料高騰に対応する事業が措置されました。
飼料高騰対策という目的は同じながら、国および地方自治体が独自に対応したことや配合飼料対策、粗飼料対策を別の事業とするなど畜産経営者にとっては分かりにくい状態になったことも否めません。
Ⅰ　定款に規定された事項
１　配合飼料価格差補てん事業
定款第４条の（１）に基づき実施した配合飼料価格差補てん事業については、一般社団法人全日本配合飼料価格畜産安定基金および飼料荷受組合の会員とそれぞれ契約を締結し、基本契約および数量契約に基づいて補てん業務を行った。
（１）事業主体　一般社団法人全日本配合飼料価格畜産安定基金
（２）配合飼料価格差補てん契約の締結
①　令和４年度数量契約
	畜　種
	当　　　初
	実　　　績

	
	加入者(件)
	契約数量(ﾄﾝ)
	契約数量(ﾄﾝ)
	増減(ﾄﾝ)
	構成比率(%)

	乳用牛
	31　
	4,211
	4,131
	△80
	  9.0

	肉用牛
	57
	30,801
	30,801
	0
	  67.3

	豚　
	3　
	483
	　　327
	△156
	  0.7

	採卵鶏
	14
	6,785
	6,785
	0
	  14.8

	肉用鶏
	7　
	3,066
	3,066
	0
	  6.7

	その他
	1
	680
	　680
	0
	　　1.5

	合　計
	113
	46,026
	　45,790
	△236
	　　100.0


②　契約の解約　　　
	期　　　　間
	解約件数
	解約数量（ﾄﾝ）
	解約畜種
	備　考

	第１四半期
	０
	０
	
	左記には豚１件の第

	第２四半期
	０
	１
	豚１件
	2四半期から第4四

	第３四半期
	　　 ２
	１１３
	酪農２件・豚２件
	半期各１トンの契約

	第４四半期
	２
	１２２
	酪農４件・豚２件
	数量変更を含む。

	合　　　計
	４
	２３６
	　
	


（３）補てん積立金の徴収および納付額
　　①　通常補てん積立金
	期　  　間
	加入者(件)
	契約数量(ﾄﾝ)
	積立金の額(円)
	備　考

	第1四半期
第2四半期
第3四半期
第4四半期
	　　112
    112
　　109
　　107

	    11,491
    11,387
　11,710
　11,202

	　　6,894,600
　　6,832,200
　　7,026,000
　　6,721,200
	ﾄﾝ当り  600円

	合　　計
	　　―
	 45,790
	27,474,000
	


②　別途納付金　　該当者なし。
（４）補てん金の受領および交付額

①　受領および交付額
	期　　間
	補てんの種類
	対象　加入者
  (件)
	対象数量
(kg)
	ﾄﾝ当り
単価 (円)
	ﾄﾝ当り
合計単価 (円)
	※３
交付金額 
 (円)

	※１
第4四半期
	通常
異常
	107
	10,421,100
	3,451
1,749

	5,200

	35,963,193
18,226,487


	※２
第1四半期
	通常
異常
	105
	11,009,590

	5,039

4,761

	9,800
	55,477,324
52,416,638


	第2四半期
	通常
異常
	106
	10,501,250
	5,454
11,346

	16,800
	57,273,817
119,147,167


	第3四半期
	通常
異常
	104
	11,209,520
	7,254
496

	7,750
	81,313,858
5,559,908

	合　　計
	通常
異常
合計
	－
	－

	－
－
	－
	230,028,192
195,350,200
425,378,392



　※１　令和3年度第4四半期。
   　※２　通常補てん金については、第１四半期以降分割交付が実施された。
　 ※３　通常補てん金の第１四半期以降の交付金額は、計算上の金額。
　　※４　異常補てん金の第３四半期分については、基金不足により払いきり　　　
　　　　の金額。
（５）分割交付の状況
通常補てん金については、令和４年度第１四半期から各四半期の補て
ん金単価が４分割され四半期に分けて交付された。なお、金額には廃業　　等による精算額を含む。
	交付時期
	第1四半期分
	第2四半期分
	第3四半期分
	合計金額 (円)

	第1四半期
	13,894,087
	0
	0

	13,894,087


	第2四半期
	13,888,348
	14,335,578

	0

	28,223,926


	第3四半期
	13,863,799
	14,348,158
	20,350,705
	   48,562,662


	合　　計
	41,646,234
	28,683,736

	20,350,705
	90,680,675



（５）配合飼料価格差補てん事業の運営に関する実態調査
　　　令和４年９月１３日付けで一般社団法人全日本配合飼料価格畜産安定基金理事長から実施について通知があった。
併せて、実施については、新型コロナウイルス感染症の発生状況を考慮し各基金協会で判断するよう連絡があった。
令和４年１２月１４日、２０日および令和５年１月１１日に飼料荷受組合１件、特約店２件の聞き取り調査を実施した。いずれも配合飼料価格安定基金の運営に係る手続きは適正に執行されていた。
２　配合飼料価格高騰対策緊急支援事業
（１）定款第４条の（３）に基づき、滋賀県が令和４年度に実施した標記事業に事業実施主体として参加した。
（２）事業内容は、配合飼料価格安定制度の基準輸入原料価格（過去１年　　　　　　　
　　　間の平均）と本事業の基準輸入原料価格（過去３年間の平均）の差額の２分の１を契約数量または購入実績のいずれか低い方に乗じた額を交付するもの。
（３）対象期間は令和４年度第１四半期から第３四半期。

（４）補助金額（価格高騰対策支援金）
	期　　間
	対象　加入者
  (件)
	対象数量
(kg)
	Kg当り
単価 (円)
	交付金額 
 (円)

	第1四半期
	　89
	10,958,260
	4.4

	48,216,344


	第2四半期
	89
	10,460,530
	5.2

	54,394,756


	第3四半期
	88
	11,203,840
	6.2

	69,463,808


	合　　計
	－
	－

	－
	172,074,908


３　配合飼料価格高騰緊急対策事業
（１）定款第４条の（３）に基づき、一般社団法人全日本配合飼料価格畜産安定基金を事業実施主体とした配合飼料価格高騰緊急特別対策を同基金との委託契約に基づき実施した。
（２）参加希望者数　　　　　　　　　　　　　　　　　８０件
（３）特別補填金交付者数　　　　　　　　　　　　　　７８件
（４）特別補填金対象数量　　　　　　１１，１１９，６６０Kg
（５）特別補填金単価（トン当たり）　　　　　　６，７５０円　
（６）特別補填金交付金額　　　　　　７５，０５７，７０３円
４　畜産高度化支援リース事業
定款第４条の（２）に基づき実施した畜産高度化支援リース事業については、貸付料、貸付機械譲渡料、保険料等の徴収および納付ならびに施設の管理状況の把握に努めた。

（１）事業主体　一般財団法人畜産環境整備機構
（２）機械の貸付内容
①　直接リース
	事業名
	貸付者数
	年度
	貸付機材
	備　　考

	堆肥保管施設整備リース
	1
	25年度
	堆肥舎2棟　
	1/2補助付き

	
	1
	26年度
	堆肥舎2棟　
	


（３）貸付料の徴収および納付額
①　直接リース　　　　                  　　　　　　　　　　　(単位:円)
	種　　類
	基本貸付料
	付　加
貸付料
	消費税
	計
	備　考

	堆肥保管施設整備
リース事業
	1,499,490
	45,606
	101,598
	1,646,694
	

	合　　　計
	1,499,490
	45,606
	101,598
	1,646,694
	


（４）保険料の徴収および納付額
①　直接リース　　　      　　   　　　　　　　　　　　　　　　(単位:円)

	種　　類
	保証保険料
	動産保険料
	計
	備　考

	
	件数
	金額
	件数
	金額
	
	

	堆肥保管施設整備
リース事業
	4
	54,220 
	0
	0
	54,220
	

	合　　　計
	4
	54,220 
	0
	0
	54,220
	


５　肉用子牛生産者補給金制度事業
　 定款第４条の(３)に基づき実施した肉用子牛生産者補給金制度事業については、契約者に対して子牛の個体登録、販売・保留確認申出等の手続きを進め、積立金等の徴収および納付を行なった。
（１）事業主体　一般社団法人滋賀県畜産振興協会
（２）契約者数　１１件　
（３）積立金等の徴収および納付額
	品　　種
	個体登録
頭数(頭)
	積　立　金　 (円)
	＊手数料 (円)

1,000円/頭
	積立金準備金充当額

	
	
	単　価
	金　額
	金　額
	

	黒毛和種
	５２０
	　 400
	208,000
	520,000
	325頭130,000円

	交雑種
	２５９
	800
	207,200
	259,000
	240頭192,000円

	合　　計
	７７９

	
	415,200
	779,000
	


＊手数料は、一般社団法人滋賀県畜産振興協会に納付
（４）補給金の交付状況
	
	黒毛和種
	交雑種
	交付金額
（単位：円）

	
	交付単価　（単位：円）
	

	※第4四半期
第1四半期
第2四半期
第3四半期
	0

0

0

0
	0

0

0

0
	0

0
0
0



※令和３年度第4四半期
６　優良肉用子牛生産推進緊急対策事業および和子牛生産者臨時経営支援事業
　　両事業とも、黒毛和種子牛価格下落を受け、子牛を販売し、一定条件を満たす肉用子牛生産者補給金制度の契約者を対象に奨励金を交付する事業。
　　子牛販売時期を、前者は令和４年６月～１２月、後者は令和５年１月から１２月を対象として実施するもの。

　　両事業とも、同制度契約者に対し、参加の意思を確認したが、大半が繁殖肥育一貫経営のため、販売する子牛は極端に少ないことが予想され、参加希望者はいなかった。
７　肉用牛経営安定対策補完事業
定款第４条の（３）に基づき実施した肉用牛経営安定対策補完事業では、中核的担い手が計画的に優良な繁殖雌牛を増頭した場合に増頭実績に応じた補助金を交付する事業を行った。
同様のスキームの生産基盤拡大加速化事業（肉用牛）と補助対象牛が重ならないよう関係事業主体（クラスター協議会）と調整を行った。
（１）事業主体　　　　一般社団法人滋賀県畜産振興協会
（２）参加希望者数　　４件
（３）実施状況 　
　　　　①参加希望者の内２件は増頭できなかったため事業対象外となった。

　　　　②参加希望者の内２件は増頭されたが、対象牛のすべてが生産基盤拡大加速化事業（肉用牛）の補助対象牛と重複した。
③補助対象牛すべてを生産基盤拡大加速化事業（肉用牛）の補助対象　牛とすることとなったため、本事業の対象牛は０頭となった。
８　畜産クラスター事業
　定款第４条の（３）に基づきクラスター事業の推進に務めた。
（１）平成２７年２月１７日に設立された畜産クラスター「活力ある畜産経営推進協議会」の事務局として、実態調査結果を滋賀県農政水産部畜産課長あて報告した。
(２)総会を開催し、令和５年１月３１日に協議会は解散した。
９　畜産経営者支援事業
（１）相談窓口の開設
定款第４条の（４）に基づき畜産農家等の相談窓口を開設していたが、　　今年度は相談がなかった。
（２）ホームページの更新

　　定款第４条の（６）に基づきホームページを更新し、適正な協会運営と情報発信に努めた。
（３）家畜防疫に関する情報発信
　　　定款第４条の（４）に基づき全日基、滋賀県等を経由して通知される家畜防疫に係る情報を会員に周知した。
　　　豚熱に関する情報　　　　　　　　　　　　　　　　　５回

　　　高病原性鳥インフルエンザに関する情報　　　　　　２０回
　　　防疫対策の徹底に関する情報　　　　　　　　　　　　２回
　　　高病原性鳥インフルエンザの県内発生に関する情報　　９回
Ⅱ　管理・運営事項
１　会議
（１）総会、理事会の開催
	
	開催月日
	開催場所
	審　議　事　項　等

	総　会
	4.5.25
	近江八幡市
	令和３年度決算報告、令和４年度会費の額および徴収方法、役員の改選、令和３年度事業報告、令和４年度事業計画と収支予算報告、補てん制度にかかる新たな展開方向

	監査会
	4.4.21
	近江八幡市
	令和３年度事業報告、決算報告

	理事会
	4.5.25
	近江八幡市
	令和４年度事業計画および収支予算書の一部変更、役員候補者の推薦、第４７回定時総会提出議案

	
	4.5.25
	近江八幡市
	理事長および常務理事の選定

	
	5.　3 . 1
	近江八幡市
	令和４年度事業および収支中間報告、令和5年度事業計画および収支予算書の設定、臨時総会の開催、業務方法書
の一部改正、各種規則・規程の一部改正、定時総会の日程等

	
	5.　3.28
	見なし決議
	令和５年度会費の額および徴収方法


（２）会議の開催・参加
	会　　議　　名
	開催月日
	開催場所
	協　議　等　事　項　

	令和４年度家畜保健衛生事業推進会議
	4.6.2
	Ｗｅｂ
	令和４年度家畜保健衛生所事業方針および組織体制、事業計画、重点課題

	一般社団法人全日本配合飼料価格畜産安定基金第４９回定時総会
	4.6.17
	東京都
	令和３年度事業報告・計算書類承認・監査報告、令和４年度事業計画・収支予算報告、令和４年度会費の額、役員報酬の総額、理事の選任、その他

	滋賀県養鶏協会第４０回通常総会
	4.6.21
	近江八幡市
	令和３年度事業報告、収支決算報告
令和４年度事業計画、収支予算
令和４年度経費の賦課・徴収方法、役員選出

	一般社団法人滋賀県畜産振興協会令和４年度通常総会
	4.6.29
	近江八幡市
	令和３年度事業報告、公益目的支出計画実施報告、貸借対照表・正味財産増減計算書の承認、役員の一部改選

	生産資材・原材料高騰下における農林水産政策に関する地方説明会(近畿ブロック)
	4.7.7
	Ｗｅｂ
	食料安全保障をめぐる情勢、飼料価格高騰への対応、食品産業における原材料高騰対策他

	一般社団法人滋賀県畜産振興協会令和４年度主要事業担当者会議

	4.7.21
	近江八幡市
	肉用子牛生産者補給金制度他振興協会実施事業

	令和４年度第１回近畿府県配合飼料価格安定基金協会連絡協議会
	4.7.25
	大阪市
	各府県基金協会の地域情報、配合飼料価格差補てん制度を巡る情勢、その他

	畜産高度化支援リース事業等推進全国会議
	4.7.28
	Ｗｅｂ
	令和4年度LEIOのちくかんリース事業、ちくかんリースの特徴、ちくかんリース事業の申請・審査のポイント等、貸付決定から貸付終了までの流れ

	令和４年度家畜防疫研修会
	4.8.23
	Ｗｅｂ
	特別講演「みんなで考える小動物・ネズミ対策」、特定家畜伝染病の発生状況と県の防疫体制、飼養衛生管理基準の取組事例

	令和４年度持続的肉用牛生産関連情報発信事業に係るオンライン情報交換会
	4.9.20
	Ｗｅｂ
	（一社）全国肉用牛振興基金協会の取組、持続的な畜産物生産の在り方、アニマルウェルフェアに関する新たな指針、肉用牛生産における環境負荷とその軽減

	令和４年度社会保険実務講習会
	4.9.22
4.9.27
	大津市
近江八幡市
	被扶養者資格の再確認、申請書様式変更、健康経営・健康アクション宣言、社会保険適用拡大、パート・有期労働者の労務管理

	協同組合日本飼料工業会、(一社)全日本畜産経営者協会第2回飼料・畜産研修会
	4.11.4
	Ｗｅｂ
	流通業者の期待する畜産生産物～日本の畜産物のこれから～

	一般社団法人全日本配合飼料価格畜産安定基金臨時総会
	4.11.10
	書面による議決権行使
	通常補てん準備財産の借入れ限度額の設定

	配合飼料価格高騰緊急対策説明会
	4.11.11
	Ｗｅｂ
	国の飼料価格高騰緊急対策事業の内、配合飼料価格高騰緊急特別対策に係る説明

	令和４年度第2回近畿府県配合飼料価格安定基金協会連絡協議会
	4.12.12
	大阪市
	各府県の畜産・基金業務情報、配合飼料価格補填金及び飼料価格高騰緊急対策事業等の状況、その他

	令和４年度農林漁業関係団体人権研修会
	5.1.12
	大津市
	ハラスメントと人権

	一般社団法人滋賀県畜産振興協会第31回理事会

	5.3.13
	近江八幡市
	令和5年度事業計画、正味財産増減計算予算、短期借入金および長期借入金の最高限度額、畜産振興基金の一時的な流用、諸規程の一部改正、次期役員の推薦団体および推薦者数、旧日渓酪農農業協同組合に係る預り金の経過と対応


２　正会員の異動
	会　　　員
	期首会員数
	期中の動向
	期末会員数

	
	
	加　入
	脱　退
	

	荷受組合
	13　
	0　
	0　
	13　

	メーカー
	12　
	0　
	0　
	12　

	特約店
	3　
	0　
	0　
	3　

	計
	28　
	0　
	0　
	28　


３　令和４年度会費の徴収　　　　　　　　　　  
	会　　員
	徴収会員数
	徴収金額
	備　　考

	荷受組合
	12　
	2,761,380円 
	ﾄﾝ当り　　   60円

	メーカー
	12　
	120,000円 
	1社当り　10,000円

	特 約 店
	3　
	30,000円 
	1社当り　10,000円

	合  　計
	27　
	2,911,380円 
	


４　新型コロナウイルス感染症への対応
（１）時差出勤を実施した。
（２）一般社団法人滋賀県畜産振興協会と協力し、手指の消毒、事務室の消毒、来客者への対応など感染防止対策を実施した。
５　要請活動
　　滋賀県知事に飼料価格高騰への対応を求める要望書を令和４年９月２日に提出した。
　【要望の主旨】
配合飼料価格安定制度に対する国の関与を一層深め、もって畜産経営の継続および離農を防止するよう国に要請すること。
【要望事項】
　　１　配合飼料価格安定制度の異常補てん積立金については、従来と同様、不足しないよう積立を行うこと。ただし、積み立てについては、国において手当し民間の負担を求めないこと。
２　配合飼料価格安定制度は、高止まりした場合補てんが実施されない制度となっている。このため、それ以降は実質的な畜産経営者の負担となることから、補てん制度に見合う支援を行うこと。
３　配合飼料を始め、単味飼料・粗飼料など飼料全体に対する支援を行うこと。
事業報告の附属明細書
　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第３４条第３項に規定する事業報告の附属明細書として記載すべき「報告事項の内容を補足する重要な事項」に該当するものはない。
